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1．はじめに
　インドはセンサスが行われた 2011年時点で総
人口が 12億人を突破するなど、世界屈指の人口
大国である。年齢別（5歳区分）の 10 ～ 14歳だ
けで約 1億 3,000万人、州別のウッタル・プラデー
シュで約 2億人といずれも日本の総人口を上回っ
ている。デリーやコルカタといった大都市では、
人口過密に起因する交通渋滞が日常茶飯事となっ
ており、その緩和に向けた鉄道網の整備などが進
められている。これらの事実を鑑みると、マクロ
な観点からインドにおいて人口減少が大きな問題
として浮上している事態は考えにくい。
　地域開発の側面をみても、現在運用中のインド
の第 12次 5か年計画（2012 ～ 2017年）におけ
る「Rural Development」の項目としては、雇用、
住宅、衛生、飲料水供給、社会安全、流域管理、
道路接続、電力となっており 1）、同計画中には人
口減少についての記述が見当たらない。また、イ
ンド計画委員会が公刊した『India Vision 2020』で
も 60歳以上の高齢者の数が 2000年から 2020年
にかけて 6,000万人から 1億 2,000万人へとほぼ
倍増することが指摘されているものの 2）、辺境地
については道路などのインフラなどへの言及にと
どまり、人口減少は触れられていない。同じ 2020

年を目標としたビジョンを打ち出したアブドゥ
ル・カラーム大統領（当時）は、インドが 2020
年に先進国になることを目指して書いており、ま
ずは他国に学ぶところから説き起こし、化学や IT
といった産業発展、軍事・防衛、医療・保健など
についての詳細な分析をもとに提言している 3）。
　確かに、巨視的にはインドが国全体として貧困
層が一定数存在し、都市への人口集中に伴う課題
のほうが当然のごとく重視されている。しかしな
がら、州別の人口をみると、29のうち北東部の
ナガランド州は 2001年に比べて 2011年はわずか
に人口が減っている。インド全体では 2001年か
ら 2011年にかけて 17.6％の人口増加を示したの
に対して、南部のケーララ州は同期間での増加が
4.9％にとどまっており、三大都市のひとつコル
カタを含む西ベンガル州では 13.9％とやや小さ
い。これは、人口増加が全土で一律に起こってい
るわけではなく、ミクロにみれば横ばいから減少
に転じている地域が複数存在する可能性を示唆し
ている。実際に、北東部のアルナーチャル・プラ
デーシュ州の西シアン・ディストリクトの村落を
事例とした調査によると、まだ大幅な人口減少は
みられないものの、農業の生産性の低さなどに起
因する近隣の比較的大きな街への移住が起こると

　インド全体では、人口増加や都市部での過密が社会的課題としての位置づけが大きいが、辺境地の
一部では人口減少や付随する問題が生じる兆しが現れてきている。本稿では、センサスなどの統計デー
タとインド北部の村落における調査結果をもとに、人口減少を「過疎問題」と捉えて、その特質と今
後の展望を述べる。分析で明らかになったことは次のとおりである。第一に、レー・ディストリクト
では人口増加の基調に変化はないが、村落では若年層の減少や男女の不均衡が認められた。第二に、
センサスのデータが在村者の実態を反映しておらず、集落によっては過疎と密接な関係のある高齢化
が進行しているのに、状況把握が不十分である。第三に、調査対象村落内での耕作放棄地の拡大や家
畜飼養頭数の減少が見過ごされており、ディストリクトの統計にはほとんど反映されていない。
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予測されている 4）。ここで調査対象となったディ
ストリクトは、地方自治体の単位として州ごとに
複数存在しており、「県」と呼ばれることが多い 5）。
しかし、日本の地方自治体とは仕組みや機能が大
きく異なるため、本研究ではカタカナ表記の「ディ
ストリクト」を採用することにした。また、ヒマ
ラヤ地域の農業や牧畜の実態と課題を記した論考
では、日本における人口減少に伴う問題点を紹介
したうえで、山岳地では同様のことが起こる可能
性を展望している 6）。
　村落住民の移住に関しては、インド全体の農村
から都市部への移住が統計に基づいて紹介さ
れ 7）、ラダックを含むヒマラヤ地域全体の人口移
動について論じられた 8）。また、ラダックにおけ
る人口移動に関しては、レーとカルギルの両ディ
ストリクトにおける都市化の進展、3地域の牧民
コミュニティの移住規模をデータで示しながら論
じられている 9）。人口動態と農牧畜業については、
ドムカル上村における男女別の村内外居住者の年
齢区分の人数、存在就労の実態と背景、農耕や家
畜飼養の減退が詳述されている 10）。2015年時点
の住民リストのデータに基づいて、2010年と比
べて集落ごとに異なる人口高齢化の状況、居住地
の内訳を示された 11）。これらの研究は、インド北
部のラダック地方に焦点が当てられているが、人
口減少の兆しがみられる北東部など地理的条件に
恵まれていない地域では同様のことが起こってい
ることが推察される。

2．課題と方法
　現段階で、インド全体としては過密な人口に伴
う諸問題への優先順位は高く、近年になって比較
的順調にプラスの経済成長が続いている中では、
むしろその「果実」の分配を通じた格差縮小の方
が重視されている。一方で、商品経済が国の隅々
まで行き渡る過程において教育や就労の機会を求
めた若年層の都市部への移動は進行中にある。こ
の点において、わが国ではすでに「過疎」という
言葉が 1967年に経済審議会の地域部会報告に登
場しており 12）、人口減少地域における問題を「過
疎」と呼び、定義としては「人口減少によって一
定の生活水準を維持することが困難になった状
態」とされた。ここでは、集落内に元々あった小
学校の休校、ガソリンスタンドの閉鎖、地方自治

体の出張所廃止といったように、地域社会を支え
る基盤が失われることを伴う。1960年代におけ
る複数の過疎地の見聞にもとづいて、過疎が起
こった理由としては、高度経済成長に伴う就業構
造の変化と人手不足、産業間や地域間の所得格差
の増大、林業とくに燃料革命による薪炭生産の不
振、交通網やマスメディアの発達による都市との
距離短縮の 4点があげられている 13）。これらの指
摘は、特定の地域で起こった事象をもとに示した
わけではなく、全国各地における観察結果の総合
である。
　地域ごとに起こっている問題については、北海
道から九州に至る各地の特徴を概略的に描き出し
た論考がある 14）。例えば中国地方では、1960年
代に若い労働力の流出が始まり、最初は次・三男
の離村から挙家離村へと発展し、耕作放棄と耕地
の植林化、これらを通じた生活意識の低下が起こ
るとした。ここでいう生活意識は本文に書かれて
いないものの、村落で生産活動を継続しながら誇
りを持って暮らしを営むという志向性が下がった
ことを示していると考えられる。また、過疎を論
じる上では立地として山村が大きな位置を占めて
おり、1965年に施行された山村振興法を受けて
進められた調査では気候、地勢、標高、山林所有
などをもとに山村を類型化し、報告が提出され
た 15）。調査対象地は、北海道の日高町から大分の
前津江村（当時）までの 14町村で、長野県の北
相木村（当時）では 1960年と 1965年の農業セン
サスの結果を比べて、農業従事日数 150日以上の
男性は各年齢層とも半減に近かったという。女性
は 35 ～ 39歳を中心に著しくふくらみ、農業労働
のしわ寄せが来たとされている。当該村落におい
て、相対的に生産性が低いとされる農業から別の
産業へ主に男性が移っていったことをデータに
よってうかがい知ることができる。
　このように、日本国内の山村部では過疎問題が
早い時期に先鋭化した経緯があり、1960年代か
ら様々な調査・研究が行われてきた。近年も、
2040年には 20 ～ 39歳の若年女性人口が半分以
下にまで落ち込む自治体数が 896あり、そのうち
2040年の推計人口が 1万人未満の 523市町村が
消滅する可能性があるとされ、多方面で議論を呼
び起こした 16）。直後にはこの「増田レポート」を
受けて首相を本部長とする「地方創生本部」、同
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年に全閣僚で構成される「まち・ひと・しごと創
生本部」が設置され、基本法的位置付けをもつ「ま
ち・ひと・しごと創生法」が成立するまでに至っ
た 17）。同法の基本方針としては、就労・結婚・子
育てなどの若い世代の希望の実現、東京一局集中
に歯止めをかけること、地域の特性に即した地域
課題の解決の 3点があげられている 18）。具体的な
政策の一つは、合併前の役場の周辺や小中学校の
近くの商店（街）をイメージし、そこを「小さな
拠点」と定めて複数の集落に分散している生活
サービスや介護サービスを集めることを想定して
いる。その目的は、「小さな拠点」を新たにつくっ
て周辺部の集落で暮らす住民の生活の便利性を高
めることであるが、集落と拠点とを結ぶバス路線
が維持できるかを危惧する意見もある 19）。いわゆ
る買い物難民問題への対応や高齢者の見守りサー
ビスなどと合わせて、地理的条件が不利な山間部
では重要な課題といえる。
　上記のように、過疎に伴って起こる様々な事態
に対して、わが国では数多くの議論が巻き起こっ
ている。危機意識を持って対応することに国民的
なコンセンサスが得られるかは疑問が残るが、都
市圏から地方圏への還流を進める施策が明確に講
じられている。このような国内の実状とはまった
く別に、インド北部のラダック地方ドムカル村で
は中心都市のレーなどへの若年層の人口流出と集
落の活力低下は着実に起こっている 10）。たとえ社
会・経済的な背景が大きく異なっているとしても、
類似の現象が起こりつつあることは事実であり、
ある意味で先頭を走ってきた国内の経験をラダッ
ク地方の山村へフィードバックすることは広義の
社会貢献と考えられる。そこで、本稿では 2009
年から 2015年にかけて 9回にわたって様々なテー
マで調査してきた結果と統計データとを突き合わ
せ、インド北部のドムカル村で現実に起こってい
る人口減少を「過疎問題」として位置づけ、その
特質を描写する中で、将来的に同村落が直面する
課題の展望を目的とする。統計データは、ドムカ
ル村を含むレー・ディストリクトにおける 2011
年時点のセンサスを活用した 20）。

3．人口の推移と年齢別の構成
　人口に関しては、10年ごとのセンサスのデー
タをもとに、インド全体とジャンムー・カシュミー

ルに加えて、減少傾向を直近で示したナガランド
を加えた図示した（図 1）。これをみると、イン
ド全体では 1951年の約 3億 6,000万人から次第
に増加し、2011年には約 12億 1,000万人となった。
増加幅は、1951年から 1981年までは 10年で 1
億人前後にとどまっていたが、その後は次第に拡
大し、2001年から 2011年にかけては 10年間で 2
億人近くにのぼった。ジャンムー・カシュミール
も 1981年を境に増加幅が拡大したが、ナガラン
ドは、2011年にかけての 10年間で約 1万人減少
した。なお、農村部と都市部に分けて人口をみる
と、ナガランド以外にもケーララとシッキムの 2
州で 2001年に比べて 2011年の方が農村部の人口
が減っており、少なくともこれらの州では過疎に
類する現象が起こっている可能性がある。
　2011年時点の年齢別の人口をみると、インド
全体、ジャンムー・カシュミール州のどちらも、
ピラミッド型をしており、日本のように高齢者の
方が多い釣り鐘型になっていない（図 2）。イン
ド全体、ジャンムー・カシュミール州とも 20歳
代以下がそれぞれ 1億人、100万人以上おり、下
の世代ほど数が多い。しかしながら、レー・ディ
ストリクトは明らかに形が異なり、20歳代を境
に下の世代は男女とも人口がわずかずつ少なく
なっている。しかも、30歳代と 40歳代の男性の
人口が女性の約 2倍と不均衡で、同じレー・ディ
ストリクトの中での農村部と都市部の人口を比べ
ると、前者は男性約 4万 8,000人、女性約 3万 9,000
人なのに対して、後者は男性約 3万 1,000人、女
性約 1万 5,000人と差が大きい。ラダック地方に

年次 インド全体 ジャンムーナガランド
億人 万人 万人

1951 3.6 325 21
1961 4.4 356 37
1971 5.5 462 52
1981 6.8 599 77
1991 8.5 784 121
2001 10.3 1,014 199
2011 12.1 1,255 198
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図 1　インド全体と 2州の人口推移（1951 ～ 2011 年）
資料：インド統計・計画実行省「India statistics」
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図 2　男女別の人口構成（2011 年）
資料：Census of India（2011）
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インド全体（2011年）
年齢階層 男性 女性 計
10歳未満 12,493 11,480 23,973
10歳代 11,731 10,537 22,268
20歳代 10,893 10,391 21,284
30歳代 8,758 8,616 17,374
40歳代 6,968 6,507 13,476
50歳代 4,530 4,292 8,822
60歳代 3,165 3,247 6,412
70歳代 1,414 1,430 2,844
80歳以上 528 601 1,129
合計 60,481 57,101 117,581
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ジャンムー・カシュミール州（2011年）
年齢階層 男性 女性 計
10歳未満 151 132 283
10歳代 139 127 265
20歳代 119 106 225
30歳代 94 83 176
40歳代 70 61 130
50歳代 43 38 81
60歳代 28 25 53
70歳代 14 13 27
80歳以上 7 6 13
合計 663 590 1,253
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レー・ディストリクト（2011年）
年齢階層 男性 女性 計
10歳未満 8,869 8,407 17,276
10歳代 10,367 9,931 20,298
20歳代 22,114 11,015 33,129
30歳代 16,712 8,998 25,710
40歳代 9,665 6,140 15,805
50歳代 4,847 4,433 9,280
60歳代 3,221 2,902 6,123
70歳代 1,931 1,751 3,682
80歳以上 1,060 874 1,934
合計 78,786 54,451 133,237

25,00020,00015,00010,0005,00005,00010,00015,00020,00025,000

25,000 20,000 15,000 10,000 5,000 0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

10歳未満

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

単位：人
男性 女性



インドにおける過疎問題の射程（野瀬光弘）

― 122 ―

含まれるカルギル・ディストリクトでも、農村部
と都市部では男女がそれぞれおよそ 6万 8,000人
／ 5万 7,000人、1万人／ 6,000人といったように、
都市部で男性が女性を大きく上回っている。これ
は、主としてレーやカルギル・ディストリクト内
の農村から都市部への男性の移住がデータに反映
した傍証と考えられる。なお、1981年時点では
レー・ディストリクトでもピラミッド型の人口構
成で、10歳未満が 23.9％と最も多く、年齢が高
まるごとに比率が小さくなって、65歳以上は 4.7％
とごくわずかであった 21）。1980年代まではラダッ
ク地方内の村落から中心都市レーへの移住はそれ
ほど多くなかったとされており 9）、2011年までの
間に少しずつ人口移動が増えた可能性がある。
　ドムカル村については、男女・年齢階層別の人
口をみると、2010、2015年とも 20歳代が男女と
もピークで 10）、それ以下の世代から減少している
点はレー・ディストリクトと類似の傾向にある。
しかしながら、在村者に限定すると 2015年時点
では明らかに人口構成が異なり、ピークは男性が
60歳代、女性が 50歳代にあって、どちらも 30
歳代にかけて減少している（図 3）。男女とも 20
歳代より 10歳代のほうが多く、どちらかといえ
ば村落内の学校に通っている比率が高いと推察さ
れるが、10歳代の女性が男性の約半分と不均衡
が認められる。2011年のセンサスデータをみると、
ドムカル村の人口は 1,202人で、調査で示した
2010年と 2015年の数値より少ない。また、6歳

未満の子どもの比率が 9.5％とされているが、10
歳未満に拡張しても 2015年は 9.0％にとどまって
おり、データの齟齬がみられる。
　なお、高齢化率（65歳以上の比率）については、
インド全体 5.5％、ジャンムー・カシュミール州
4.8％、レー・ディストリクト 6.1％と 2011年の
時点ではいずれも低く、日本国内での 1960年

（5.7％）時点の数値とほぼ同水準である。ところ
が、ドムカル村では 2010年は 8.9％にとどまるが、
2015年は 11.0％とインド全体の 2倍になってい
る。しかも、在村者に限定すれば 2015年の時点
で高齢化率は 20.8％にまで上がり、特に集落別で
は中村が 31.4％と非常に高い。すでに 1980年代
にはインドでも将来の高齢化による就業機会や医
療機関の不足といった様々な問題がマクロな観点
から指摘されているが 22）、ドムカル村で起こって
いるミクロな現実を踏まえた議論ではない。

4．レー・ディストリクトにおける農牧畜
　ドムカルのような過疎化と高齢化がラダック内
の他村落でも起こっているとすれば、農牧畜業へ
の影響は大きいと考えられる。そこで、既存の統
計データをもとにレー・ディストリクトにおける
農牧畜生産の推移を確認する。
　2001-02年から 2014-15年にかけての耕作地と
休閑地の面積、同ディストリクトの土地面積に占
める比率を図 4に示した。耕作地は 2001-02年か
ら 2010-11年へと横ばいからわずかに増加傾向を

図 3　ドムカル在村者の男女別人口構成（2015 年）
資料：聞き取り調査（2015 年実施）

ドムカル全在村者（2015年）
年齢階層 男性 女性 計
10歳未満 28 18 46
10歳代 34 31 65
20歳代 27 27 54
30歳代 20 52 72
40歳代 35 52 87
50歳代 44 64 108
60歳代 49 45 94
70歳代 21 30 51
80歳以上 15 15 30
合計 273 334 607
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示したが、それ以降はいったん下がって再び上が
るという推移になっている。休閑地についても同
様であったが、2013-14年は「0」を計上するなど、
データの連続性に疑問が残った。なお、耕作地で
栽培されている作目としてはオオムギ、コムギ、
豆類などがあげられ、作付面積は同じような推移
であった。他にも、牧草地などが計上されている
ものの、特異な変化を示すアイテムはみられず、
全体的にデータが同じように上下する傾向が読み
取れた。
　2003-04年から 2014-15年のかけての畜種別飼
養頭数をみると（図 5）、ヤギだけはいったん減っ

てから増えたが、それ以外のヒツジとウシはやや
減少傾向にある。ただし、ウシについては 3年か
ら 5年はまったく同じ数値が継続するという不自
然なデータになっており、信頼性には疑問が残る。
統計によると、ヤギのうちカシミヤの原料を採取
する種類は増加しつつあるが、ミルクや肉を採取
する種類は減ってきている。しかしながら、ドム
カル村では特定の家畜飼養頭数が増えている実態
はみられず、条件の整った地域で起こっている現
象だと考えられる。他にも、ゾ、ヤク、家禽の統
計数値が計上されているが、いずれ同じ数値が複
数年続くことがあった。

図 4　耕作地と休閑地の推移（2001-02 ～ 2014-15 年）
資料：District Statistics & Evaluation Office, Leh（each year）

図 5　畜種別飼養数の推移（2003-04 ～ 2014-15 年）
資料：District Statistics & Evaluation Office, Leh（each year）

土地利用パターン
年度 耕作地 休閑地 耕地率 休閑率
2001-02 10,523 234 23.3% 0.5%
2002-03 10,478 272 23.2% 0.6%
2003-04 10,424 333 23.1% 0.7%
2004-05 10,428 450 20.4% 0.9%
2005-06 10,585 458 20.6% 0.9%
2006-07 10,585 457 20.6% 0.9%
2007-08 10,599 421 20.6% 0.8%
2008-09 10,516 344 23.3% 0.8%
2009-10 10,608 427 23.5% 0.9%
2010-11 11,692 417 22.6% 0.8%
2011-12 10,456 554 20.2% 1.1%
2012-13 7,367 479 16.3% 1.1%
2013-14 8,595 0 19.0% 0.0%
2014-15 10,614 413 23.5% 0.9%
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　ドムカル村のみの経年的な家畜の飼養頭数に関
する統計データが蓄積されていないが、耕地利用
などと合わせて複数の世帯に尋ねたところ、おお
むね減ってきていることがわかった 23）。労働力不
足や植林木への食害防止など様々な背景のもと
で、過疎化と高齢化の影響が如実に現れることか
ら、家畜飼養頭数の減少は他のラダック地方の村
落でも起こっていると推察される。農牧畜の衰退
による村落の活力低下は住民のアイデンティティ
にも関わる大切な要素であるが、聞き取りした範
囲内では伝統的な村長と新たに導入されたパン
チャーヤトと呼ばれる議会の議長といったリー
ダー的な存在であっても、危機意識を持つまでに
は至っていなかった。ここでいうパンチャーヤト
は、村単位の自治組織で、農村開発関連の事業を
行うなど活動は多岐にわたっている 24）。

5．まとめと今後の展望
　本報告では、国内における過疎問題について文
献に基づいて整理するとともに、インドにおける
同問題の取り扱いとドムカルの位置づけを統計資
料などから分析し、その特徴を浮き彫りにした。
その内容は次の 3点にまとめることができる。
　第一に、インド全体、ジャンムー・カシュミー
ル州のどちらも年齢別の人口構成は裾の広がった
ピラミッド型に近く、伸び率がやや小さくなった
とはいえ、人口は増加傾向にある。大部分の州で
も類似の状況にあるため、貧困や差別といった喫
緊の課題のほうが優先順位が高く、村落での人口
減少や高齢化は注目されるまでには時間がかか
る。一方で、レー・ディストリクトでは 20歳代
以下では次第に人口が少なくなり、男性のほうが
女性よりはるかに人数が多いといった不均衡な状
況になってきている。辺境に位置するディストリ
クトでは同様の事態が起こっていることもあり得
ることから、将来的には過疎を問題視する機運が
高まる可能性がある。
　第二に、ドムカル村では、インドの他地域とは
明らかに異なる「過疎化」とも言える状況が在村
者の人口構成からは起こっていることが判明し
た。しかしながら、センサスのデータと調査の結
果とは村落人口が異なり、例えば山口ら（2013）
が言及したような「半年以上村内に居る者を村内
居住」とみなすといった基準を設定しないと 23）、

現在進行形で起こっている事態を捉えられない。
その上、同じドムカルといっても標高によって異
なる集落ごとに人口の高齢化の進行度合いに違い
があり、若年層が比較的多いこともあって過疎に
類する状況が問題視されにくい。中心都市のレー
でビジネスを展開しているアクティブな人材の一
部に帰村の意志があることから 10）、村落内の人口
流出の実態と課題を丹念に掘り起こす作業が強く
求められる。
　第三に、レー・ディストリクトのレベルでは農
牧畜生産の推移に明瞭な傾向が見いだせなかった
ことである。耕作地、栽培作物、家畜飼養頭数な
どの数値は統計書に計上されているものの、同じ
値が数年継続するなど不自然な点が散見され、実
態を反映しているとは考えにくい。インドでは一
般的に個別の村落には「パトワリ」と呼ばれる管
理官が派遣され、土地台帳に一筆ごとの面積、所
有者名、作付け作物、休閑地の有無などの情報が
記載される 25）。ラダックでも類似の仕組みが運用
されているにもかかわらず、収集された情報の集
約や解析が行われていない。過疎や高齢化の実態
と合わせて、ドムカルを含めた個別の村落で起
こっている現実の記録集積が当面のところ重要で
ある。
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Summary

Depopulation Problem in India
- The Practical Position of Leh District and Domkhar -

Mitsuhiro Nose

Kyoto Gakuen University

    India is facing the social problem of increase in population and overcrowding in the city area, 

whereas depopulation and related issues are arising in some parts of remote area. In this paper, specific 

characteristics and future prospects of depopulation as “underpopulation problems” are discussed based 

on the statistical data of census and results of the survey conducted in the village of northern part of India. 

The analytical outputs are as follows; At first, in the depopulation of younger generation and imbalance 

of man/woman were found in Leh District while its population is constantly growing. Secondly, statistical 

data of census didn’t reflect the actual situation of dwelling people in the village, and the cases such as 

increase of aging population highly related to depopulation, which were typically found in some villages, 

were not reported properly at grass root level. Thirdly, issues such as expand of the abandoned agricultural 

land and decrease in the number of rearing animals were ignored in the village where we had researched, 

and the statistical data of the district did not reflect them.

Keywords: rural area, population outflow, age structure, dwelling villager, agricultural production


